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企業情報システム：アーキテクチャーの展開史
名和小太郎
要
?
企業情報システムのアーキテクチャー（論理構造と動作原理）は二つの制約要因のもとで変
動した．第一の要因は景気動向であり，これと並行関係を保ちつつ標準化型かつ集中型アーキ
テクチャーと高出力型かつ分散型アーキテクチャーとのあいだを往復した．第二の要因は技術
動向であり，このために2回にわたり，不連続的，非可逆的な変化を強制された．それは小型
システムの導入による分散化と，インターネットの商用化によるネットワーク化において認め
られる．
いずれの変化も情報システム自体の自律的なライフ・サイクルを乱すものであった．
Corporate Information Systems: 
Evolution of Architectures 
KotaroNAWA 
Abstract 
Information systems in Japanese corporations have been compelled to change 
under the pressure of business cycles and technologial enthusiasm from the time 
of the installation of the first computer. 
Business cycles have made the systems unstable and techn~logical enthusi-
asm has forced corporations to invest in excess appliances. 
Unstable systems and excess appliances have led the management of corpora-
tions to disperse and to become weakened. 
-67-
1. 目的と方法
本論は戦後日本における企業情報システムについて，そのアーキテクチャーの変化を史的に
たどりつつ整理したものである．
狙いは，ここに見られる情報システムの変化が，変化すべくして変化したのか，変化する必
要がないのに変化させられたのか，これを確認するためである．もし前者であれば，企業情報
システムは自律的な意思で健全な展開をしたことになる．だが逆に後者であれば，その変化は
何人からか強制されたものであったことになる．
本論は文献を参照することは最小限にとどめ，できるだけ情報システム担当部門の意識を汲
みだすという姿勢で考察をまとめた．これは著者の私的経験を抽象化して示したということを
意味する（名和[1990]，名和[1992a]，名和[1995]).
2.企業情報システムのアーキテクチャー
ここでは情報システムのあれこれを個別アプリケーションとしてではなく，アーキテクチャ
ーとして扱いたい．その「アーキテクチャー」をここでは「論理構造と動作原理」であると定
義しておく．
情報システムの発展史においては，その設計や運用に関する理念，目標，理論，法則，技法
などについてさまざまな概念が提案されてきた (Lecht[1977],Champine[1978]，名和[1980),
戸田[1993),Moschella[l997], Laudon et al.[1999]）．本論ではこれらを合わせて「アーキテク
チャー」として呼ぶことにする．したがって以下，アーキテクチャーとして示す概念にはさま
ざまな分野にわたりさまざまな水準のものが混在している．なお，アーキテクチャーという用
語は企業情報システムに対しては明示的には使われたことはない．
2. 1 アーキテクチャーの世代変化
まず，アーキテクチャーを決定する要因はつぎの二つであるという仮説を設ける．
(1)市場環境からの制約
(2)技術（経営管理技術を含む）の発展段階
この要因を配慮しつつアーキテクチャーを時系列的に整理すると表1のようになる．
第I世代前期：機械化のための集中型(~1973) 
第 I世代後期：システム化のための集中型 (1973~1982) 
第1世代前期：自立分散型 (1982~1985) 
第1世代後期：閉域分散型 (1985~1990) 
第1I世代：集中管理型 (1990~)
第W世代：開放分散型 (1995~)
現実には，各世代の移行時点は幅をもつが，ここでは市場的あるいは技術的な事件をもって
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表1.アーキテクチャーの変遷
1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 
l l l I l I 
世代 I.前 I ・後 II.前 I ・後 m w 
アーキテクチャー 集中型 自立分散型 閉域分散型 集中型 開放分散型
Grosch法則 DP Nolan理論 EDI 7り卜‘}ーシング B to C 
MIS DB OA CIM BPR ベストエフォー ト
OR ダウンサイジング 分散処理 SIS ERP エキストラネット
概念群 DSS EUC グ）レープウェア SCM 
/(ッケーがJ7枷7オープン化
SI 
分社化
景気動向 成長期 I 停滞期 移行期 成長期 停滞期 ?.?.? • 
↑ ↑ ↑ ↑ ↑ 
歴史的 列島 石油危機 プラザ合意 バブル崩壊 金融危機
事実 改造
↑ ↑ ↑ ↑ 
X.25 PC-98 通信自由化 インターネット商用化
指標とした．なお， 1995年以降においては第I1世代と第w世代が併存している．
集中型と分散型とはくり返して卓越しているがその内容は異なる．それぞれはつぎのように
変化している．
集中型： 「単位業務の集中処理」（第 1世代） →「単位事業の集中管理」（第皿世代）
分散型： 「閉域型の分散処理」（第1世代） →「開放型の分散処理」（第W世代）
ここで表1に引用した歴史上の技術的な事件について，その意味を示しておく．まず「X25」
はISOがパケット通信網に対する通信手順として標準化したもので，これがコンピュータ・ネ
ットワーク開発のきっかけとなった．つぎに「PC-98」は日本電気が開発したパソコンであり，
しかも日本では事実上の標準になったものである．これの市場への出荷が企業へのOA導入を
刺激した．以上の二つば情報システムの形を集中型から分散型へと変化させる大きい契機とな
った．
また「通信自由化」ば情報通信分野に関する市場を活気づける大きい原因となった．さらに
「インターネット商用化」は企業情報システムを開放的なネットワーク環境のなかに引きずり
出してしまった．以上の二つは，情報システムの提供者には大きい事業機会を与えるものであ
り，情報システムのユーザーには選択の幅を拡げるものであった．
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なお情報システムに関する発展史観はこれまでも多い．ただし，そのほとんどは技術並行論
として記述している．
2.2 アーキテクチャーの構造
各世代のアーキテクチャーを二つのクラスによって整理すると表2に列挙した概念群とな
る．これらの概念群は精粗さまざまではあるが，どの世代の情報システム担当部門長にとって
も，主導的な理念として認識されたものである．表2に示したクラスはつぎのとおりである．
(1)論理構造
(2)動作原理
(1) のクラスについてはつぎのような変数を設けた．
(1-1)集中型：単一組織内における単ーシステム
(l-2) 自立分散型：単一組織内における複数システム
（l-3)閉域分散型：閉域型ネットワーク上の複数システム
(14)開放分散型：開放型ネットワーク上の複数システム
(1.5) 中立型：論理構造について中立
(2)のクラスについてはつぎのような変数を設けた．
(2-1)標準化型：標準化がシステムの目的
(2-2)高出力型：高出力がシステムの目的
(2-3)中立型：動作原理について中立
ここで注意をしておきたい．上に示した二つのクラス（「論理構造」および「動作原理」）は
論理的に直交していない．また，各クラス中の変数も離散的ではなく連続的である． したがっ
て，表2に引用した諸概念はかならずしも一つのセルに収まるとはかぎらない．視点を変えれ
ばべつのセルに移ることもありうる．
表2．アーキテクチャーの諸概念
論理構造
動作原理 集中型
閉域分散型 開放分散型
自立分散型
中立型
DP Nolanの理論 オープン化 DB 
MIS EDI エキストラネット パッケー ジソフトウェア
標準化型
BPR CIM SCM 
ERP SIS (CRS型）
Groschの法則 SIS (JIT型） ベストエフォート型 OR 
高出力型 DSS アウトソーシング BtoC SI（アンバンドリング）
OA グループウェア EUC 
中立型 ダウンサイジング
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3.機械化の時代
3. 1 Groschの法則
史上はじめてのコンピュータは1946年に完成したENIACということになっている．このコ
ンピュータの価格は486,804ドル22セントというおそるべき額であった．この「高い価格」が
そののち長期にわたりコンピュータの特長になった．コンピュータのユーザーになれるのは大
企業か中央官庁ということになった．
コンピュータの価格にはもう一つの特性があった．それは「Groschの法則」であった．
H. GroschはIBMの高級技術者であったが，その人が「コンピュータの能力はその価格の自乗
に比例する」という経験則を示した（はっきりいえば，市場で優越的な地位を占めるIBMの価
格政策がそうであったということであった）．この法則は規模の効果を示すものであり，コン
ビュータのその後の使い方を決めてしまった． Groschの法則は1940年代後半に発表され，技
術革新の激しい分野で30年間も生きのびた (Knight[1966]).
3. 1. 1 情報システム部の制度化
Groschの法則のもとでは，ユーザーは財務的に許すかぎり大型のコンピュータを 1台のみ
入手し，これを可能なかぎり使いこむことになる．このためにはコンピュータはつぎのような
使い方をされた．
(1) どんな計算であっても処理
(2)ジョプを集中して処理
(1) については「汎用コンピュータ」が開発された．
(2)については「情報システム部」ができた．高価なコンピュータを効率よく使うために
は専門的な技量が必要であり，技術的ビルトオーゾ集団が求められた．かれらは中央演算装置
の使用率を100％に高め，それを24時間運転することに専念した．これが「集中処理」の理念
であった．
3. 1. 2 大型化への定向進化
汎用的かつ集中的な処理は，コンビュータを情報システム部に占有させることとなる．そこ
で一般のユーザーから奪権闘争が起こる．だれもが使えるように，まずコンパイラが装備され
た．つぎにTtmeSharing System (TSS)が工夫された．
コンパイラにしてもTSSにしても，そのためのソフトウェアをコンピュータのなかに装備す
ることによって実現した．この種のソフトウェアをOperatingSystem (OS, IBM流の呼称）
というが， OSは時とともに大形となった．これは「疑がわしきときは（なにか問題になった
ときは），より大きなOSを組め」という方法の帰結であった．
この理由でOSは巨大となり，同時にそれを格納するハードウェアも巨大になった．こうし
て汎用コンピュータは恐龍のように巨大な姿へと定向進化を続けた (Brooks[1975]）．この巨
大なOSを扱えるのはユーザーのなかでは情報システム部というエリート集団のみであった．
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3.2 単ーシステム型
Groschの法則に支えられて，この時代の情報システムは，論理構造については一貰して
「集中型」にとどまった．また，高度成長期には市場は十分に大きく，どの企業もそれぞれの
体質と関心に合わせて独自のシステムを磨きあげることができた．この二つの理由で，企業の
情報システムは単ーシステムが単一組織内でその機能を実現する形になった．
3.2.1 データ処理
Groschの法則のもとでは動作原理としては「標準化型」が主導的となった（前川（良）
[1989])．ここではつぎの二つの理念が先導した．
(1)機械化
(2) システム化
(1)は人間活動（とくにオフィス業務）を情報の移動と変化とに置換することであった．
このために業務の標準化が実行された．これによって情報の処理量を増やし情報の処理品質を
人間なみに高めることが可能となった．現に，コンピュータ導入期においては，企業はコンピ
ュータの能力を「ソロバン 1級資格者180人分」というように評価していた．また，この業務
を「事務工場」と呼んでいた（米花[1975]，南沢[1978]).
(2) は (1) における業務の標準化を業務群の標準化へと展開したものであった．この方法
は適用範囲を限定しかつ管理組織を定義することによって実現した．前者は対象を単一部門の
業務にかぎることで，後者ば情報システム部に責任をもたせることで実現可能となった．
情報システム部は商価なコンピュータに見あう効用をあげなければならなかった．そのよう
な効用は全社的かつ日常的な業務つまりロジックスの分野で見つけることができた．これが事
務計算であった．どこの部課にも人がおり，金の授受がある．コンピュータの効用を得るため
にはこの対象が最適であった．
この意味では，情報システム部の管理者は，その関心をもっぱらハードウェアの運転管理や
入力帳票の品質管理に置いた．このためにはアプリケーション業務（あるいは業務群）の「標
準化」が前提となった．つまり，第 I世代前期の自立型アーキテクチャーは「標準化型」が中
心であった．
3.2.2 経営情報システム
情報システム部はDPを拡張して企業のなかに集中的な情報システムを構築することを企て
た．企業内では各部門，各階層でさまざまな情報が発生する．これを集中的に共有したい．つ
まり，企業内の全ファイルを共同管理し多目的利用したい．これが「経営情報システム」
(Management Information System = MIS)の狙いであった（米花[1975]).
MISは各階層の管理者に対して，その欲する情報を欲するときに欲する仕様で提供するシス
テムであると理解されていた．これは全社のファイルについて，これを集中的に管理すること
を意味した．このためには全社のファイルを標準化し，その扱い手順を標準化することが前提
となった．この標準化によって，だれもが，すべてのファイルについて，同じ理解，同じ処理
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を実行できるようになる．
だが，全社にわたる同じ理解，同じ処理を実現するためには，当時の企業内におけるデータ
の精度はあまりにも低かった．従業員の標準化に関する理解が欠如していたためである．もう
一つ決定的なことがあった．それは当時のコンピュータ資源が貧しく，コンピュータ技術が未
熟であったためである． したがって， ‘MIS'は ‘myth'あるいは ‘mirage'に終わった（石
原(1989)).'myth' と評したのは当時のIBM会長であった．
付言すれば，人間は技術の変化には柔軟に受容できるが，制度の変化には保守的な態度をと
りがちである．この意味でDPは成功しMISは失敗したともいえる．この構図はあとの世代に
おいてもくり返されるだろう（例，第皿世代におけるBPR).
3.3 設計主導型対管理主導型
コンピュータの導入期にはそのアプリケーションについて多くの企業（とくに装置工業の企
業）で路線論争があった．それはつぎの二つの路線をめぐって生じた．
(1)設計主導型
(2)管理主導型
(1) は「最初のプラント設計の巧拙であとの収益が決まるので，設計段階でのシミュレー
ションにコンピュータを活用すべし」という初期条件設定型の意見であり，高出力型の発想に
よるものであった（石原•他(1967)). (2) はコンピュータを企業の日常的な活動に対する効
率化の道具として使うべしという運用最適化型の意見であり，標準化型の発想によるものであ
った．
当時のコンピュータはきわめて高価であり， したがってその運用については組織的に制度化
する必要があった．この視点で見ると，（1)は「オペレーションズ・リサーチ」 (Operations
Research=OR)の導入につながり，これは非定型的，アドホック的，個人的な業務であり制度
的な運用には適合しにくいアプリケーションであった．いっぽう，（2) は定型的，継続的，組
織的な業務であり制度的な運用に合致するアプリケーションであった．この意味で，多くの企
業では（2)の路線を採用した (5.4項）．
3.4 雇用問題
1980年前後，マイクロエレクトロニクス技術がオフィス要員の雇用を減少させるのではない
かという議論が世界的に生じた．これは主として欧州諸国から表明された意見であった．この
点については， OECDが国際的な調査を実施したが，マイクロエレクトロニクスの発展が乗数
効果をもち雇用にも寄与するという楽天的な意見を示したのは日本と米国のみであった（猪瀬
(1981)，名和(1982)).
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4.システム化の時代
4. 1 データペース
MISの失敗のあと情報システム部は目標を実現可能性のある業務にまで低くした．それは個
別業務ごとのDB構築であった．この時代，システムの負荷分散のためにマスター・スレープ
型のオンライン・システムが出現したが，これも集中型として理解できる．
自立型のアーキテクチャーにおいては，企業の情報システム化は構造型情報の整備と活用に
はじまった．この構造型情報を処理する道具が「データベース」 (Database= DB)であった．
DBによって，企業は従業員にファイルの共同利用を強制することができる．それは従業員に
同じ規則を守らせ，同じ制服を着せることになる．
情報システム部の役割は高価な大型汎用コンピュータ（のちの眼でみればあまりにも小型で
はあるが）の周囲に会社の業務を再編成することであった．この方法はつまりコンピュータの
リズムに合わせて組織のリズムを編成することでもあった（青山[1951]）．この型のコンピュ
ータ利用法を当時「データ処理」 (DataProcessing= DP) と呼んだ．
DBが強制力をもっためには，ここに格納されるデータについてつぎの条件が充たされなけ
ればならない．
(1)正確であること
(2)ユーザー全員から共通に理解されること
(1)のためにはデータの入力において万全のチェックをしなければならない．（2)のため
にはデータは共通の分類コード，共通のシソーラスを利用しなければならない． しかし，個人
によってデータ管理の判断や管理水準が異なることは避けがたい．したがって，データを管理
する能力はユーザーの組織が大きくなるほどまた複雑になるほど落ちた．これがDBの有効性
の限界となった．この時代，情報システム部の主な任務の一つは， DB構築の前提としてデー
夕精度を向上し，それを維持することであった．
データベースは1980年代後半にSQL(Structured Query Language)が標準化されるとともに
その有効性を発揮することになるだろう．
このようにして第I世代の情報システムはDPへと収束した．その論理構造は「集中型」，そ
の動作原理は「標準化型」，これを支える技術は「Groschの法則」，その装置は「大型汎用コ
ンピュータ」であった．いずれも単一システム型の性格をもつ概念であった．
4.2 大型システムの硬直化
企業の活動は個性的であり，かつつねに続く．これはすべてプログラムに反映する．個性的
な活動は個性的（つまり非標準的）なプログラム群を作り，連続する活動はたえざる保守作業
をもたらす．このためにプログラム保守は経験集積的な行為となる．叩き大工よろし<,・ぁち
らを叩きこちらを叩きしてプログラム群の更新と整合性とを維持していく．
保守作業の連続によって，企業内にあるプログラム複合体は時とともに絡みあったスパゲッ
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ティのようになる．「プログラム複合体においては，モジュールの大きさもその総数も変更回
数に比例して増加する」という経験則がある．これを「統計力学モデルによるプログラム進化
論」と呼んだ (Beladyet al.[1976])．企業内のプログラム群は，その規模と寿命において人間
の管理限界を超え，その論理において不透明になり，正常と異常（バグ）との境界をあいまい
にする．それは迷宮になる．これを西垣通は「ソフトウェアのマニエリズム」と称した（西垣
[1990]). 
この現象はシステム部門の能力を低下させ，つぎの二つの結果を導いた．
(1)保守作業の増大（当面の業務に対して）
(2)バックログの滞貨（新規の業務に対して）
(1)についてはすでにBoehmの指摘があったが，これを理解するものば情報システム部に
とどまっていた (Boehm[1973]）．また，（1)は異なる方式のコンピュータヘの移行作業を不
可能にした．これを「ソフトウェアによる束縛」 (lock-in) と呼んだ (DeLamarter[1986]，名
和[1989a],Shapiro[1999]). (2)についてはシステム部門がつねにかかえる課題となった．ユ
ーザー向けのコンピュータ雑誌は20世紀末にいたってもコンピュータ・ユーザーのバックログ
調査をつづけていた（日経コンピュータ[1993]).
この二つの理由で，情報システム部は現場ユーザーの期待に対応できなくなった．当時のベ
ストセラーであったBrooksの『人・月の神話」は恐竜を表紙に描いていたが，それは大規模
ソフトウェアのメタファーでもあった (Brooks[1974]）．恐竜はこの後も生き残り，やがて汎
用機のダウンサイジングにおいて，さらには「Y2k」問題において，その存在をあらわにする
はずである．
5. 自立分散化の時代
第1I世代は第 I世代と比べて論理構造にも動作原理にもつぎのような大きい変化があった．
(1)論理構造： 「集中型」→「分散型」
(2)動作原理： 「標準化型」→「高出力型」
(1) について分散の対象はつぎの二つであった．
(l-1)負荷の分散
(1-2)機能の分散
また，分散の形態はつぎの二つであった．
(1-a)自立分散型：非ネットワーク環境における分散
(l-b)閉域分散型：ネットワーク環境における分散
(1-a)は第 I世代後期のシステムとして，マスター・スレーブ型システムの延長上のもの
として出現した．（1-b)は第1I世代前期のシステムとして展開した．双方は時代的には並行し
て存在していた．
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5. 1 ダウンサイジング
コンピュータの主要な部品であるICの集積度が時とともに急速に増大した．「ICの集積度は
毎年2倍の割合で増大する」という「Mooreの法則」は数十年も続いた．集積度が高まるほど
電子部品としての性能が向上する．このためにコンピュータ本体としてみれば一世代まえの大
型の性能はいまの中型あるいは小型のそれと等しいということになった．同一性能でよしとす
るならばユーザーの支払価格は急速に低下した．このようにして，コンピュータの発展史のう
えには「ダウンサイジング」 (downsizing)が絶えることのなくつづくこととなった．
ダウンサイジングはユーザーにとっては二つのメリットをもたらした．
(1)非専門家ユーザーの利用
(2)小規模ユーザーの利用
(1) はハードウエア資源の潤沢な利用によってシステムをプラックボックス化できるとい
うことであり，したがって非専門家にも使用できるようになったことを示す．（2)はシステム
が低価格となり，小企業あるいは大企業の出先部門でも，さらには個人でも所有できるように
なったことを指す．
このような環境のなかで，ダウンサイジングは二つの路線を導いた．
(1) システムの分散化
(2) システムの私有化
(1)は第I世代の標準化型をそのまま分権化するものであり，（2)は第 I世代では存在し
なかった高出力型を実現するものであった．
なお，システムの小型化はソフトウェアの小型化を導いた．これはシステムが自立型であれ
ばソフトウェア保守の重さを軽減するものであった（森（亮） ［1980]）．ただし，システムが
ネットワーク型になるとソフトウェア保守の重さを増大させるものに転化するだろう．
5.2 オフィス・オートメーション
システムの分散化路線は標準化型アーキテクチャーにおいて実現した．それは第I世代の集
中システムを分割することであった．これにより鈍くて重い統合システムであったMIS型のシ
ステムをよりきめの細かいシステム群に洗練する方法であった．ここでは在来のシステム化で
残されていた部門業務が機械化，システム化された．つまり，工場的な発想でみればオフィス
のなかに多品種少量生産の自動化を実現することになる．これを・「分散処理」と呼んだ．
ただし理念としては，分散したシステム群の中央に汎用コンピュータが存在し，これが全シ
ステムを制御していることが前提であった．この意味では論理構造的には第I世代の集中型・
標準化型アーキテクチャーと異なるところはなかった．
第I世代の情報システムが積み残した業務にはつぎのようなものがあった．
(1)小企業や小部場の日常業務
(2)現場にある単純な肉体的業務
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(3)スタッフ業務
(1) をシステム化することは，従来の大型情報システムのミニチュア版を作ることであっ
た．（2)はたとえばキー・イン作業であり転記作業であり製図作業であった．この種の仕事は
個別業務の自動化（音声認識や自動設計）によって現場から追放された．（3)は調壺，企画，
研究に関する業務である．コンピュータの低価格化と高性能化とは，こうした業務に対してコ
ンピュータのパーソナルな利用を許すこととなった (5.3項， 5.4項）．
ユーザーがもし高度なコンピュータ利用能力をもっていれば，かれはそれに見あった高度の
仕事ができた．パソコンはそれだけの性能をもつようになった．上手は上手なりに下手は下手
なりに使えるものであった．上記 (1) (2) (3)のいずれも小型コンピュータの適用分野であ
り，パソコンを応用できる領域も多かった．これを合わせて「オフィス・オートメーション」
(Office Automation = OA) と呼んだ．
1980年代初頭，システム関係者にはR.L. Nolanの「情報システム進化論」が紹介された．
この理論は (1) の路線について，この分散環境の段階までの汎用コンピュータ主体の利用モ
ードを発展史観的に説明するものであった (Nolan[1979]).
5.3 システムの私有化
システムの私有化路線は高出力型アーキテクチャーにおいて実現した．それはコンピュータ
の私有化を徹底させ，これを小規模組織さらには個人の道具として使いこんでいく方法であっ
た．オフィス機械化は画期的な転機をむかえた．人間のリズムに機械のリズムを従わせるとい
う方法がここに現れる．汎用コンピュータの方法が逆転したことになる．ここではパソコンを
はじめとする多様な知的システムが装備された．
新しいユーザーば情報システム部の外側にいた．かれらはつぎのような特徴をもっていた．
(1)低価格コンピュータのユーザー
(2)非専門家としてのユーザー
(3)小アプリケーションのユーザー
(4)新アプリケーションのユーザー
(1)の意味は，ユーザーはシステムを無駄に使ってもよし遊ばせてもよしということであ
った．（2)の意味は，ユーザーはコンピュータの運転が任務であるということではなかった．
(3) と (4)の意味は，なにをしてもコンピュータの限界効用は大きいということであった．
(4)の意味は，ユーザーのメリットは自分の行動をロックインするソフトウェア遺産を持たな
いことであった．つまり，新しいユーザーはシステム化のメリットを十分に受けることができ
た．
非専門家ユーザーには，二つの技術的な支援が必要であった．
(1)パッケージ・プログラム (PackagedProgram) 
(2)エンド・ユザー ー・コンヒューティング (EndUser Computing= EUC) 
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(1)は既成品または半既成品のプログラムの利用ということであり，小企業や小部場で有
効なものであった．とくにパソコンの分野において実行されるようになった．これによって，
ユーザーはコンピュータをプラックポックスとして扱えるようになり，コンピュータ利用の大
衆化が実現した．
(2)は非専門家に対してコード表現のインタフェースとして実現した．コード表現のなじ
みにくさはのちにコード表現がオプジェクト表現によって置き換えられるまで続くだろう．
また (2)はシステム部門の業務をユーザーに部分的に負担させるものであった．これは，
情報システム部にとってはユーザーを組織的なアプリケーション（例，基幹システム）に強制
的に参加させるものであり，ユーザーにとってはアプリケーションに対するカスタマイズを許
すものであった．
ただし，情報システム部はパッケージ・プログラムの採用には冷淡であった．これはパッケ
ージ・プロダクトが柔軟性に乏しいこと，これが練達のプログラマの意に添うものではなかっ
たためであった．
5.4 意思決定支援システム
システムの小型化とプラックボックス化は，スタッフ業務へのコンピュータ利用を現実化す
るものであった．これに応えて意思決定支援システム (DecisionSupport System = DSS)が企
業の企画担当者の視野に入ってきた．
すでに1970年代より，米国からさまざまな経営理論が導入されていた．ここではMIS,DSS, 
OR, PPBS (Planning Programming Budgeting System)など，多様な概念と手法が論議され
た．とくに注目されたのはH.A.Simonの非プログラム型の意思決定という考え方であった
(Simon[1960]）．問題はこれを情報システムにどのように組み込むかについてであり，この点
についてはどの企業も見るべき成果をうることができなかった． DSSは研究者の関心をこえる
ことができなかった（石原[1989]）．ただし，採算性を問われない地方公共団体においては，
データベース中心の政策決定システムは関心対象にはなった．
企業の一部の実務家からは，意思決定については外部情報が有効であり，このためには商用
データベースを利用すべしという意見が出された（名和[1979b])．米国の商用データベースを
オンラインでアクセスできるようになったのは1980年代初頭であった． DSSもデータベース利
用も反標準化型アプリケーションであり，この点，情報システム部は双方に対して冷淡であっ
た．非構造型情報の有効性については，当時，今井が指摘していた（今井[1984]).
1980年代にはエキスパート・システムについて，その実用化に関心がもたれた．しかしこれ
が実験室の外に出ることはなかった．この関心は技術先行型であり，現実のアプリケーション
に結ぴつくことはなかった．
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5.5 コンピュータのコモディティ化
当時，汎用コンピュータ・メーカーは伝統的な大型コンピュータのみに頼っていたのでは，
ダウンサイジングのために大幅な売上減に脅かされるだろうと予測した (Evans[1980]）．メー
カーはこのリスクを避けるめに，ユーザーのオフィスに対して， 1室に 1台づつのコンピュー
タを設置しようとした．これが「分散処理」というものであった．さらに，すべての事務機械
にマイクロコンピュータを取り付けようとした．これが「OA」というものであった．
汎用コンピュータの顧客は『フォーチュン』誌の長者番付にのるような大企業であり，その
窓口ば情報システム部であった．しかし，分散処理であれば，顧客を大企業に，窓口を情報シ
ステム部に限ることはない．小企業の， しかも非専門家であっても新しい顧客になりうる．コ
ンビュータは家庭用電気製品とおなじようにマス・メデイアによって新しい顧客向けに宣伝さ
れるようになった．
メーカーはコンピュータを安価で小型で使いやすいものとして潤沢に市場に供給しはじめ
た．オフィスでは現場の課長が自分の裁量でコンピュータを買えるようになった．コンピュー
タはコモデイティつまり事務用品となった．
おりもよし， 1970年代末， SRIInternationalが衝撃的な報告を発表した． 1960年代のアメリ
カでは工場の生産性が83％も増大したが，それにひきかえオフィスのそれは4％にとどまった
というのである．この情報に刺激を受けたのはメーカーでありユーザーであった．前者はコン
ピュータの売上増大を後者はコンピュータの私有化を望んだ．こうしてOAの熱狂が始まった
（名和[1979a]，名和[198la]).
5.6 「反・情報システム部」論
第I世代の情報システム部を導いた思想はシステム分析，システム設計の方法に支えられた
ものであった．それは要素還元主義であり数量還元主義であった．この方法は精緻なものであ
り，したがって非専門家である小ユーザー，個人ユーザーに対してその行動を束縛するように
作用した．同様にコンピュータの納入者に対しても厳しい費用対効果分析を求めた．
だが，ユーザ一部門や納入者側の考え方は高出力型アーキテクチャー指向であり，情報シス
テム部の標準化型アーキテクチャー指向を受け入れるものではなかった．このためにOAの納
入者と新しい小ユーザーとは，情報システム部を迂回して直接取引をするようになった．
このときにOA推進者を支援したのはコンピュータ・メーカーであり，その意を帯した業界
ジャーナリズムであった．かれらは「大規模システムは硬直しており，これを運用しているシ
ステム部門は旧体制になった．かれらに同意していたのでは市場の競争に遅れをとる」という
宣伝をした．この宣伝は，当時，流行しつつあった反還元主義，記号論，ポスト・モダンの思
想などに支えられて，情報システム部の行動を執拗に批判した．
情報システムの運用はいわば旧市街の溝浚いに等しいものであった．これを理解できるもの
は企業内には経営層をはじめどこにも存在しなかった．この孤立が情報システム部の意欲を大
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きく削いだ（後年，双K問題が発生した原因はここにある）．
その結果どうなったか．現場にあっては小屋がけの情報システムが繁殖した．現場のスタッ
フは机の上にコンピュータ出力をバベルの塔のように積みあげ，必要な情報を捜そうとしてク
ノッソスの迷宮を1方復っていた．これがOAの実現したことであった（名和[1983]).
6.閉域分散化の時代
6. 1 分散化の方法
集中システムはいくつかの問題点を持っていた．これを除くために1970年代後半からシステ
ムの分散管理が図られるようになった．分散化のパターンはつぎの二つであった．
(1)階層型分散化
(2)水平型分散化
(1) は第I世代前期 (1980年代前半）にハブ型分散システムとして実現した (5.2項）．
これは標準化型アーキテクチャーの発展型であり，各システムは上下関係にあった．これは自
立分散型システムの進化型であり， したがって組織内システムの分権化を導いた．
(2)は第I世代後期 (1980年代後半）にメッシュ型の分散システムとして実現した．これ
は標準化型アーキテクチャーをもつシステム群が相互接続によって構成するものであった．こ
れは新しいアーキテクチャーであり，各システムの立場はたがいに対等であった．このような
システムのなかには企業群の共同利用システムとして構築されるものもあった．
各システムはそれぞれの発想にもとづいて違う仕様で導入されている．それらを相互接続す
る場合，どちらかの企業が相手企業のシステムに合わせて，自分のシステムをリプレースしな
ければならない。だが、これは空想的である．そこで異なるシステム間の「相互運用性」を保
障する装置が必要となった．ここではVAN(Value Added Network)が中心的なユーティリテ
ィになった（日経コンピュータ[1985]).
閉域分散型にはつぎの新しい方法が導入された．
(1)通信ネットワーク
(2)付加価値化の理念
なお，閉域とは，単一組織内あるいは継続的取引をする複数組織群のシステムを指す．端末
のユーザーは組織に属さない場合もあるが，この場合には事前にオフラインで本人認証が実行
されている．
6.2 通信ネットワークの意味
通信ネットワークははじめ公衆網として整備された．公衆網とは「あまねく・等しい」とい
う理念のもとに，だれもが，どこからでも，どこまでも，同一の料金体系で，同一の技術仕様
で，コミュニケーションできる仕組みであった．通信市場は公的独占体によってサービスされ
ていた．
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1985年にこれが通信制度の自由化とともに競争市場となった．それとともにこの市場にはさ
まざまのサービス・メニューが出現した．その代表例がVANであり，これを支援した管理技
術が電子的データ交換 (ElectronicData Exchange =EDI)であった．
通信ネットワークは情報を集中するためにも分散するためにも利用できるという特性をもっ
ている．したがってシステムの分散については技術的には多様な方式が実現可能となった．通
信市場の自由化はこの技術的な可能性を制度的にも実現できるようにした．この通信環境にお
ける柔軟性はこれを利用する企業の情報システムを大きく変化させた．
6.3 付加価値化の理念
第I世代においては，システムの目的は標準化であり，つまりは効率追及型であった．この
型のシステムではきめのこまやかなサービスはしないことが原則となった．ここでは業務の標
準化が判断基準となりムダな仕事は切りすてられた．きめの細やかなサービスはムダであると
いうのが通念であった．
ここにきめのこまやかなサービスが価値になるという理念が出現した．「ムダ」が「価値」
に変貌した．これまでムダといったのは，じつは企業側の効率化という基準にのっとってそう
いっていたにすぎない．それは顧客にとってはかならずしもムダではなかった．あるいは望ま
しいことでさえあったかもしれない（名和[1985]）．当時，顧客のよしとするものはモノ離れ
をしつつあった．モノ離れとは観念を大切にすることである．その観念の内容は人によって千
差万別であり，したがって標準化の発想とあいいれるものではなかった．このような価値観の
変化にともなってシステムは第1I世代へと移った．
「価値」への対応は具体的にいえば個別処理をルーチン処理に組みこむことである．第I世
代においては，この個別処理は例外処理と称して省略された．企業の側からみれば，顧客の思
惑にかかわりのない省略であった．
個別処理はシステム化しにくい業務である．だが，幸いにも技術進歩と価格低下によって，
コンピュータを個別処理にも応用できるようになった．個別処理のシステム化は，まず消費部
門に近いところからはじまり，ついで流通部門に移り，さらに生産部門に及んだ．工場ではこ
の方式が「CIM」(ComputerIntegrated Manufacturing) として実現した．ここでは多品種少
量生産の自動化が可能となった．
ムダの付加価値化は仕方がないからそうするという受け身の方法ではなく，そうすることが
新しい事業機会を生むという積極的な発想にもとづいていた．つまり，第1I世代になると，シ
ステムの目的は標準化型（すなわち効率化型）から高出力型（すなわち付加価値型）へと変化
した．
付加価値化という理念からみれば，むしろ積極的に新しいムダを開発し，これを新たな商品
にするということになった．これは企業にとっては新しい事業機会を実現するシステムであり，
顧客にとっては自由度を高める機能を組みこんだシステムであった．このようにして，情報シ
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ステム部は効率化業務に専念することのみをよしとするのではなく，さらに新しい価値の創出
についても自分の任務とするようになった．情報システム部は「管理部門」ではなく「事業部
門」を目指した．
第I1世代のアーキテクチャーは第I世代のアーキテクチャーが分散化の方法および付加価値
化の理念と結びつくことによって出現した．これは二つのパターンで生じた．
(1)「高出力型アーキテクチャー」→「環境適応型アーキテクチャー」
(2)「標準化型アーキテクチャー」→「環境設定型アーキテクチャー」
6.4 環境適応型：バルト型
第I世代では存在しにくかった高出力型は，第I1世代になって環境適応型として出現した．
1980年代になると市場の姿は高度成長期とは異なる様相をしめしてきた．市場には商品が溢
れ，消費者は量的な成長より質的な多様化を求めるようになった．
ここでは企業システムは高度成長期にしたように自律的な行動をしていては事業機会を逸す
る．プロダクト・アウト（生産者優先）の発想では不可ということになる．システムにできる
ことは，その目的を市場の求めにあわせて他律的に設定することである．つまりマーケット・
イン（消費者優先）の態度をとることである．
その行きつくところ，当時の流行語でいえば「ポスト・モダン」の方法になった．製品の性
能や品質では市場競争はできなくなった．性能や品質ではどのメーカーのものであっても限界
的な高さに到達してしまった．顧客にアピールできるものは当の商品の個性となった．市場で
求められるものは「差異」のみであり，一般論（統計的考察，シミュレーションなど）は有効
性を失った．理論的な考察は後退し，データ尊重主義が定着した．個別データを収集し，それ
ぞれの個別データに対して個別に対応する，という発想が企業行動を律することとなった．
このような差異の生じること，つまりモードが存在することについてR.Barthesはつぎの条
件が必要であると主張している (Barthes[1967]).
「購買のリズム」＞「消耗のリズム」
Barthesの式を実社会で実現することは困難であり，現実には不等号を等号で近似すること
で満足しなければならない．このときシステムはつぎの機能を持たなければならない．まず市
場（顧客）の情報を迅速に収集する．ついで収集情報によって目標を時々刻々に変更する．同
時に行動も変更する．最後に行動の結果を市場にフィードバックする．
これを実現するためには通信ネットワークとデータベースとが不可欠の手段となる．前者に
よって企業～市場間で情報をリアルタイムで送受し，後者によって企業情報と市場情報とをリ
アルタイムで蓄積あるいは更新することが求められた．これは量販店の在庫管理システムから，
メーカーの「カンバン・システム」 (JIT=JustIn Time)にいたるまで，多数の例が稼働するよ
うになった．たとえば，商品の多品種化，納品の小ロット化かつ多頻度化，リード・タイムの
短縮化などが欠かせない条件になった．
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この傾向はシステム利用の大衆化に及んだ．企業のシステムは直接大衆のアクセスを求める
ようになる．これが企業の市場適応性を格段に高めた．このとき顧客の応答結果は顧客データ
ベースとして中核となり，これによって企業は顧客の行動を個別に観測し，顧客のニーズに個
別に応えることができるようになった．
6.5 環境設定型：ラプラス型
第I世代の標準化型は第1I世代には「環境設定型」へと移行した．この型の典型例としては
航空会社の「座席予約システム」 (CRS= Computerized Reservation System)がある．たとえ
ば,American AirlinesのSABREがあった．このシステムは15,000社の旅行代理店から24のCRS
にアクセスでき， 303の航空会社と16,000のホテルヘ予約できる性能をもっていた (1988年）．
American Airlinesはこのシステムを通じて他社のサービスを日々知ることができる．一時はバ
イアス表示といって自社のサービスを優先的にデイスプレイ上に示したこともった．このよう
に共同利用システムの中核企業は優越的な地位を市場で占めることができた（名和[1992c]).
だが同時に，中小の航空会社であっても，このシステムに加入すればAmericanAirlinesとお
なじサービスを享受できた．つまり弱小企業といえどもこの共同利用のデータベースにアクセ
スできれば簡単にその市場に参入できた．これが「ネットワークの経済」であった．逆に，こ
こに参入できない企業は，巨大企業であってもこのデータベースを利用できず，このために市
場競争に遅れをとることとなった．
このようなデータベースがあれば，そのユーザー（つまり利害関係者）はすべて，同じ舞台
で同じルールによって同じ目的を追及することができる．このときにそのデータベースはユー
ザー全体にとって欠かすことのできない道具となる．同時にデータベースはそのユーザー集団
を律する制度を作る．
このデータベースは利害関係者にとって「全知のデータベース」となる．全知のデータベー
スとは全世界の情報をすべて記録したものである．つまり「Laplaceのデモン」である． 19世
紀の天文学者Laplaceは「宇宙に関する現在の全情報を知ることができれば，未来を完全に予
言できる」と主張した．この予言をするものをLaplaceのデモンという (Laplace[1814])．全知
のデータベースが提供するものは経済学者のいうところの「市場の完全情報」である．完全情
報によって，市場で取引をするすべての人はどこでだれがどんな商品をいくらで売買している
かを完全に知ることができる．
ユーザーの目指すところはいかに完全情報にすばやくアクセスできるかということである．
これによりかれは市場において優位な立場を占めることができる． CRSは複数の企業が結託し
て市場l冑報を排他的にプールした例である．このとき全知のデータベースを共有する企業群は
カルテル行為（または，その類似行為）をとり，これによって市場における優位性を保つこと
ができる．
Laplace型システムの効用を完全にするものが通信ネットワークである．通信ネットワーク
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はデータベースに格納する情報源の範囲を拡げ，さらにそのデータベースのユーザーの数を増
やす．これは「規模の経済」である．コンピュータ・ネットワークは，このようなアプリケー
ションにおいて不可欠のユーティリティとなった．
この型のアプリケーションは一度不具合を生じると，それが連鎖的に波及するリスクをもつ．
たとえば，金融システムにおいて現実にシステミック・リスクが生じた（名和[1994h]).
6.6 戦略情報システム
第1I世代においては情報システム部の機能はかつてのような業務効率化であるだけではな
く，事業活動そのものへと変貌した．情報システムはその企業にとって戦略的な意味あいを強
くもつこととなる．ここに「戦略情報システム」 (SIS=Strategic Information System) という
概念が生じた． SISとは競合他社に対して顧客サービスの差別化を図ることを目標にしたシス
テムを指す． JITシステムもCRSもSISとして理解されるものである．この意味でSISは脱・業
界横並びシステムを目指すものであった（日経コンピュータ[1990]，名和[1991)).
情報システム部の企業内における立場もこのような任務の変更にともなって中枢的になっ
た．一部の企業においては，情報システム担当役員 (CIO= Chief Information Officer)が出現
した．
企業のなかには，情報システム部を中核能力 (corecompetence) として，みずから新しい
事業分野に進出するものも出現した．ここでは企業は自社の情報通信資源にさらに固有業務の
ノウハウをのせてサービスをはじめた．かれらは新しい事業機会を求めて事業の多角化をはか
ったが，これが過激に進行すると当の企業の業態の変容までも導くものとなった．
このようにして，情報システム部は新しい価値の創出についても自分の任務とするようにな
った．情報システム部は「管理部門」ではなく「事業部門」となった．
6.7 分社化
第1I世代になると高出力型アーキテクチャーに特化した情報システムのユニットが出現し
た．これは企業内情報システム部が自立したものであり，これには専門事業特化型と新規事業
開発型とがあった．
企業の情報システムはきわめて洗練され，これを運用するためには相当の組織規模と専門能
力とを求められるようになった．企業はこれを充たすために，みずからが強力な情報システム
部を保有するか，あるいは外部から情報システム資源を調達するか，このいずれかの方法をと
らざるをえなくなった．
この時代，情報システム部は二つの意味で変化を迫られていた．
(1)業務形態の特殊性
(2)過剰な資源保有
(1)は情報システム部の業務形態が既存の企業制度に対して不適合になったということで
ある．伝統ある企業（とくに製造業）においては，情報システム部の特性が，人事規定から原
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価計算にいたるすべての点において，既存制度にはなじまないことが明白になった．この環境
のなかにあっては，情報関連部門がこの分野で積極的にサービス事業を展開しようとすれば，
伝統的な管理の枠組みから自由にならざるをえない．このようにして，情報システム部はスピ
ンオフを求めるようになった．
(2)は情報システム部内に情報処理に関する経験や資源が過剰に集積したと言うことであ
る．もともと情報通信にかかわるサービスは汎用性の高い業務であり，市場で取引しやすい．
このために情報通信サービスの資源を澗沢にもつ企業はその部門をスピンオフさせるようにな
った．これによりこの部門は本来の情報通信サービスを拡大して規模の経済を求め，同時に過
剰能力を外販することによって要員や設備の稼働効率を高めることができた．
スピンオフつまり「分社化」した企業は，その規模においても技術力においてもすでにこの
分野で活動していた独立系専門事業者を超えるものが少なくなかった．
分社化を親企業の立場から見ると，情報システム機能という経営資源を「アウトソーシング」
(outsourcing)する相手先を作るということになる．アウトソーシングとは自社の事業活動の
ある部分を一括外注し，これにより自社の中核能力を強化するという狙いをもつものであっ
た．
6.8 情報産業市場の変化
情報システム部の事業部門化は「産業の情報化」と同時に「情報の産業化」が進展したこと
に対応している．前者ば情報システム部門がどの産業分野においても必需部門になったことを，
また後者ば情報システム部門がプロフィット・センターになりうることを示している．
M.U.Poratは情報商品の市場における取引について，一つの枠組みを提案している
(Porat[l977]）．かれば情報産業を第一情報部門（市場で取引される情報商品を扱うセクター）
と第二情報部門（市場で産出される情報商品を企業内で中間財として消費してしまうセクター）
とに分けた．この枠組みにおいては，第一部門が企業が外部化した情報サービス，つまり「情
報の産業化」に相当し，第二部門が企業が自社内で調達することができる情報サービス，つま
り「産業の情報化」に対応することになる．
この枠組みのもとに経済企画庁は日本における情報サービスの生産を試算している．その結
果を要約すればつぎのようになる（広松•他[1990]).
(1)情報生産は第一部門，第二部門の双方で急速に増大しつつある．
(2)そのうち，第二部門で生産される割合がとくに急激に増大しつつある．
とくに，（2)の傾向ば注意しなければならない．これば情報サービスの企業内消費が増大す
ることを示すものだからである．
7.標準化への回帰
1990年代，不況の到来とともに，情報システムのアーキテクチャーは第 I世代に回帰した．
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それは二重の意味でそうであった．
(1)集中化（第I世代） →分散化（第I世代） →集中化（第m世代）
(2)標準化（第 1世代） →高出力化（第I世代） →標準化（第皿世代）
1990年代初頭（時代的には第I世代アーキテクチャーの末期），企業情報システムの領域に
つぎの二つの技術的な方式が出現したいずれも標準化型の方式であった．
(1) オープン・システム
(2) システム・インテグレーション
(1) は「ユーザーが市場にあるコンピュータ・システムを自由に選択できる環境」であり，
(2) は「ユーザーが自分のコンピュータ・システムを軽量化するための代替案作り」である．
したがって，（1) はシステムの新設・改造に対してユーザーに選択の自由を与える社会的な基
盤づくりであり，（2)は既存システムをリストラクチャリングするためにユーザーに与えられ
た方法であった．ユーザーは，（1) に対しては受け身の立場にあるが，（2) に対しては主体的
な位置に立つことができる．
この二つの方式が第皿世代以降のアーキテクチャーを実現するための技術となった．
7. 1 オープン・システム
第I世代までに，汎用コンピュータは成熟期に達してしまった．技術は洗練され，普及も飽
和してしまった．これにともない汎用コンピュータ優位の体制は揺るぎ，同時に，特定専門事
業者の主導による市場囲いこみの秩序も崩れはじめた．この動向のなかで，ワークステーショ
ンが市場のなかで急速に普及し，市場成長の主導権を汎用コンピュータから奪ってしまった．
この環境のなかで優位を占めたアーキテクチャーは「UNIX」というOSであった．これは圧
倒的な数のユーザーをもっていた．このOSがパプリック・ドメインに置かれていたためと，
その使い勝手がよかったためである． UNIXははじめミニコンにおいて，ついでワーステーシ
ョンにおいて事実上の標準となった． くわえて， UNIXは「C言語」「TCP/IP」「X-Window」
の三つの事実上の標準を組み込んでいた．
こうした地均しのなかで「オープン・システム」 (OpenSystem) という概念が成立した．
これはシステムのメーカーはそのインタフェースを公開すべしという考え方である．これによ
って各メーカーのシステムは相互運用性を確保できることになる．
ォープン・システムはシステムをサプ・システム群にアンバンドリングし，サプ・システム
間のインタフェースを公開し，これによってサプ・システムのそれぞれを競争のもとに置いた
（名和[1992b], 7. 2項）．これによって，サプ・システムの性能は向上し，価格は低下した．
オープン・システム化は， 1990年代の前半に，プラットフォームをUNIXからWindowsNT 
に移すことによってさらに加速された．後者はハードウエアをパソコンとしたことでさらなる
価格低下を実現し，ソフトウェアを一つの企業の標準に特定することでアプリケーションの互
換性をさらに拡張したためである．
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7.2 システム・インテグレーション
「システム・インテグレーション」 (SystemIntegration = SI) という概念は，システムのリ
ストラクチャリングの具体的方法として提案されたものである．具体的には汎用コンピュータ
の分担していた業務をクライアント／サーバー型システムで置換しようというものである．
これが実現すると，ユーザーは自分の望むままにシステムやシステム要素（ハードウェア，
OS,応用プログラム，データ，データベース，入出カメデイア，ユーザー・インタフェース，
通信手段など）を，さまざまの専門事業者の製品から選択できるようになる．
その目的はシステムのコスト削減と，システムの使い勝手の向上を図ろうというものである．
ユーザーはオープン・システムのうえにSIによって個性的なシステムを構築することができ
た． しかも，それを簡単な手順（画面設計とデータベース定義）で実現することができた．こ
の方式は，結果的に，企業情報システムの分権化をもたらした．このために集権型の管理は，
同時に，あるいは続いて出現する集中管理型のアーキテクチャー (BPRやERP;7.3項， 7. 
4項）によっても回復することはなかった．
当然のことながら，汎用コンピュータが負担しているすべての業務をSIによって置換できる
わけではない．つまり，汎用コンピュータが本来得意としていた業務のみに専念する，それ以
外の業務は吐き出すというのがSIの目標となった．注記すれば， 20世紀末においても，全世界
におけるコンピュータ・データの97％は汎用コンピュータの代表的機種 (IBM社製）に搭載さ
れているという．
もともと，汎用コンピュータとワークステーションとはまったく違うコンピュータ・アーキ
テクチャーをもっている．したがって，その移行については既存ソフトウェアのロックインを
考えた場合，これは簡単ではない．ここを見誤った事例が第m世代の不況期に問題となった．
専門事業者は，自己の商品やサービスを1970年代からしだいに分割して販売するようになっ
た．これを「アンバンドリング」 (unbundling) という．市場におけるアンバンドリングの拡
大が， SIという事業の拡大を支えたことになる．
7.3 ビジネス・プロセス・リエンジニアリング
第I世代においてば情報システムのアーキテクチャーは多様化した．多様化ということは，
標準化型アーキテクチャーよりも高出力型アーキテクチャーのほうが優位になるということで
あった．このために，分散化（たとえば，クライアント／サーバー・システム）とこれにとも
なう分権化（極端な場合，アウトソーシング）が進んだ．どちらも全社システムに対するシス
テム管理機能を低めるものであった．全社システムに関しては，プログラムのスパゲッティ化
は進行し， したがって保守コストは上がり，ブラックボックス化が高まった．
不況期にいたり，この分散化と分権化とについて，その見直しつまり全社的な集権化が求め
られた．これが第皿世代のアーキテクチャー，つまりBPRやERPが出現した意味であった．
第m世代には第I世代における標準化型アーキテクチャーが再現した．この型のアーキテク
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チャーが復活したのは，市場が戦後最悪の不況期に入り，どの企業も徹底した効率化を必要と
するようになったためであった． SISは後退した（日経コンピュータ(1990]）．代わって出現し
たのが「BPR」(BusinessProcess Reengineering)であった．
BPRは「コストの削減，時間の短縮，品質の改善のために情報技術を利用して，組織内／組
織間のプロセスの分析と設計をおこなうこと」と定義されている（日経コンピュータ[1994]).
この定義はビジネスを客体として把握しようという考え方をとるものであり， SISがビジネス
を主体的に理解しようとする考え方とは対照的であった．客体として把握することはそのプロ
セスの評価者になることと等価であり，主体的に理解することはそのプロセスの実施者になる
ことを意味した．
BPSは失敗した．その理由はつぎの四点にあった．
(1)経営層の不十分なシステム管理能力
(2)不適切な技術的手段
(3)無視されるアプリケーションの持続性
(4)精神主義的な掛け声
(1)については， BPRば情報システムの支配者を情報システム部から経営層へと移すもの
でもあった．ただし，多くの企業においては経営層はシステム管理能力を実質的にはもたない
ために，現実におこなわれるBPRは部分最適化になってしまった．ということは，不要な部分
についても最適化をおこなうという結果まで導くものであった．
(2) については， BPRを具体的に実現するツールはクランアント／サーバー型，つまり分散
管理型システムであった．これは現場の自律性を高めるものであり，全社管理というBPSの論
理に合致しないものとなった．
(3) については， BPRを実現する場がオープン・システム環境であることにあった．この
環境においては，システム・インテグレーション事業者はサブ・システム（技術的要素）の進
化にともなうサブ・システム間の差し替えは保障したが，ユーザー・アプリケーションの持続
性は保障しなかった．
(4) については， BPRはM.Hammerの「重大で現代的なパフォーマンス基準を劇的に改善
するために」という煽情的な言葉によって有名になった．これが導入者に恣意的な解釈をさせ，
部分最適化を許してしまう原因の一つにもなった．
部分最適化の結果は次世代に出現するSCMという方法にとって破壊すべき目標となった．
7.4 エンタープライズ・リソース・プランニング
「ERP」(EnterpriseResource Planning)は生産，販売，物流，調達，会計，人事などの業
務全体をデータベースを中心に統合的に管理するためのパッケージ・ソフトウェアである．第
I世代のパッケージ・ソフトウェアや統合データベースの概念を1990年代のシステム技術（た
とえば，クライアント／サーバー・システム）にあわせて洗練したものである．
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ERPはBPRを支援するものとして出現した．これは管理組織の不在で失敗したBPRを，ソフ
トウェアというツールで実現することを狙ったものであった．つまり， ERPは既存の企業シス
テムを標準化するものであり，同時に既存システムをブラックボックスに置換するものであっ
た．
企業システムの標準化はその効率化をもたらすが，同時にその柔軟性を縛ってしまう．また，
企業システムのブラックボックスヘの置換はその開発コストを削減するが，同時にカスタマイ
ズを不完全にし，不具合が生じた場合，それへの適応力を失わせてしまう．つまり， ERPは企
業システムに対してプロクルステスの寝台のような意味をもった．この意味では合理化用のア
ーキテクチャーとして理解できる．
最後に， ERPの導入はアウトソーシングによることが多く， したがってシステム・インテグ
レーションの欠点も同時に導入してしまった．その欠点とは，アプリケーションの無視と管理
の空洞化であった．
つまり， EPRの導入はつぎのリスクをともなった．
(1) システムのブラックボックス化
(2)不徹底なカスタマイズ
(3) アウトソーシングによる管理の空洞化
したがって，第I1世代の時代に分散型，現場主導型に移行した企業においては，全社的な管
理組織が回復することはなかった．情報システム部は，その地位を取り戻すことな <,BPRや
ERPの中心となるだけの管理能力を持つにはいたらなかった．
7.5 グループウェア
企業のなかには構造的な情報と非構造的な情報とがある．第I1世代までは前者はいわゆる情
報システム（情報システム部所管）が受け持ち，後者は電話ネットワーク（総務部所管）が引
き受けていた．「グループウェア」 (groupware) は後者の代替システムとしてこの時代に導入
されるようになった．その狙いは非構造化情報について，その記録性を保存し，その共有化を
高めることにあった．
この手法は， 1990年代になり，パソコンの個人保有， LAN環境の実現，電子メールの普及
とともに定着した．ただし，非構造的な情報に対するツールの普及は，構造的な情報システム
の機能を補完するとともに，構造的な情報を扱うシステムの支配力を弱めるものともなった．
さらに，グループウエアの普及は硬い全体管理型のシステムを柔らい個別管理型に解体して
しまう雰囲気を組織内に醸成した．
8.開放分散化の時代
第w世代のアーキテクチャーはインターネットのうえに展開されている．第皿世代までのシ
ステムがすべて閉域型であったが，これとはまったく違ったアーキテクチャーをもつものであ
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る．
閉域集中型システム（第I世代） →閉域分散型システム（第1I世代）
→閉域集中型システム（第m世代） →開放分散型システム（第W世代）
インターネットは，つぎのような特性をもっために，企業システムのアーキテクチャーに対
して大幅な変更を迫ることになった．
(1)開放型
(2)ベスト・エフォート型
(1)みずからの情報システムにアクセスするユーザーが不特定多数者であるということで
あり，（2) はみずからの情報システムが不安定な信頼性水準をもつ環境におかれるということ
である．
8. 1 開放型特性
インターネットの出現以降，インターネットに接続する情報システムはユーザーを選択でき
なくなった．第皿世代までのユーザーは同一組織（あるいは同一集団）に属していた．ユーザ
ーが組織に属していない場合であっても，あらかじめ本人認証をおこないアクセスの相手を特
定することができた．
これはユーザーが，一定水準のコンピュータ・リテラシー，一定水準の法的責任，一定水準
の取引慣行，一定水準の倫理観などを持っていることを前提としていた． しかし，インターネ
ットとの接続は，ユーザーに対するこの条件を外してしまった．したがって，第w世代の情報
システムはかつては電気通信事業者や警察の任務とされていた業務（信頼性管理，セキュリテ
ィ管理など）までをみずからが引き受けなければならなくなった．この環境を示した概念が
「BtoC」(Businessto Customer)である．
8.2 ベスト・エフォート型特性
ベスト・エフォート型とはインターネットが通信サービスについて一定水準の性能や品質を
保証しないという特性を指す．これはインターネット事業者の特性から導かれるものである．
このようなネットワークを内部化するためには，企業は「エクストラネット」 (extranet)の
ような技術的な囲い込みを実装しなければならない．エクストラネットはインターネット上に
擬似的に作った囲い込みネットワークである（名和[1998]).
8.3 連鎖型アーキテクチャーの展開
インターネット環境においては，第1I世代の連鎖型のアーキテクチャーが過激といえるほど
多様化した．その可能性が，環境適応型アーキテクチャーにおいても環境設定型のアーキテク
チャーにおいても，自由に追求されている．
この環境に「SCM」(SupplyChain Management) という管理手法が結びついた．この手法
は「キャッシュ・フローの最大化を図るために，原材料の供給部門から最終消費者にいたる企
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業活動の連鎖を情報技術を使って管理する方法」を指している．インターネットはネットワー
クのうえにSCMの連鎖を作ることを可能とした．なお， SCMを前世代の方法と比較すると，
BPRとは衝突し， ERPとはシナージー効果をもっている．
現実にインターネット環境においては，多くの独立企業が事業分野を専門化し，相互に連鎖
してSCMを形成することが可能になった（国領[1999]）．システム技術のアンバンドリング，
経営資源のアウトソーシングなどが， SCMを支えることになる．この結果，インターネット
のうえでは多様な情報システムが展開するだろう．このようなシステムのアーキテクチャーを
すべて第W世代と呼ぶことができる．
9.企業情報システムの自律性
「企業情報システムは自律的に発展してきたものか．」これが本論が冒頭に掲げた課題であ
った．回答はどうか．
情報システムのアーキテクチャーについて，その歴史的な変化をたどると二つの特長を見る
ことができる．
(1)波動型の変動
(2)非連続な変動
(1)については「集中処理型」（第 I世代後期，第皿世代）と「分散処理型」（第1I世代後
期，第W世代）とのあいだで往復運動がある．これは第一次近似的には景気の不況・好況と並
行関係がある．この意味では，市場動向が一つの制約条件になっている．
(2) については二つの不連続点がある．
(2-1) OAの導入
(2-2)インターネットの商用化
(2-1)は分散環境を実現し，（2-2)はネットワーク環境を大衆化した．いずれも不可逆的に
働き，このあとまえの状態にもどることはなかった．この意味では技術動向がもう一つの制約
条件になっている．
しからば，情報システム自体の自律性はどうか．情報システムの特性は多くはソフトウェア
によって実装されている．問題は，このソフトウェアが慣性をもっていることにある．これは
「ソフトウェアの保守」あるいは「ソフトウェアによる束縛」という用語によって表現される
ものである．システムの分散化とネットワーク化はこの慣性をさらに高めるはずである．双方
とも管理の分散化を助長するからである．
一般に，大規模システムにおいてはシステムのライフ・サイクルは10年に及ぶ．小型システ
ムであってもそれが短いとは，かならずしも言えない．これは「Y2K」問題を見れば理解でき
るだろう．この点，（1)に示した波動現象では，ほぼ5年間隔でつぎの局面に移行している．
したがって，情報システム自体にとってはつねに変化を強制されていることになる．
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逆の視点で見れば，情報システムの事業者はユーザーの情報システムをそのライフ・サイク
ルの途中で陳腐化しようとつねに試みていることになる．現に「ダウンサイジング」のあとで
「ライトサイジング」と軌道修正をし，「SIS」のあとで「BPR」による逆行を認め，「BPR」の
あとで「SCM」のオーバーライドを許している．
このような行為をおこなう者を日本語では「マッチ・ポンプ」と呼ぶ．英語では ‘The
Waste Makers' と称する (Packerd[1960]).
（注）
本論は著者が関西大学出版部から刊行する『変りゆく情報基盤』に収録する予定である．
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